
（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
委託料                           12

節
2,800 0

0

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
2,800

0
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

100.0

0.0
0

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

教育費

教育総務費 23,362

11,854

083 8,511 9,968 11,854

9,968

現段階出力 段階

11,304

11,304 目
的2,582

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 教育総務費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

020

001

2,800

2,830

09

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

国庫支出金 県支出金

2,830 2,800

0.0
0

2,800

2,800

 連結区分３  

事業区分３

27,193 29,793

非主要

1,886

11,854 1,886

2,800

2,800 2,800 2,800

267,081

267,081

29,775

11,854

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

0

0

一般会計

  

8,511

2,830 2,800

事務局費

０１０９０１０２

教職員福利厚生費

教職員福利厚生費

267,17501

前年当初額 要求額前々年度決算額

267,175208,084

255,777

255,777

教職員課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010250000

会計

所属

208,084

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

2,800
0 0 0 2,800

0
0

0



　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　　　　　健康管理体制の整備と、心身ともに健康な教職員による教育活動の充実を図る。
 

款

目

020

09

001

　　・令和7年度 教職員互助会と県費負担教職員の健康増進事業（人間ドック）について委託し、コロナ渦における

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010250000

事業３教職員福利厚生費

教職員課

02

所属

083

教職員福利厚生費事業２

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・ＳＤＧｓ　３　すべての人に健康と福祉を
　　　　　　　　　　４　質の高い教育をみんなに
　　　　
（2） 効果・目標値

　　　　　　　　　　た教職員互助会に対し、補助金交付がされてきたが、行政の補完的な業務等を扱う団体への補助については
　　　　　　　　　　可能な限り、事業を特定して補助金を交付する事業費補助あるいは委託等に切り替えるとともに、自立した

　　　　　　　　健康管理体制の整備と、心身ともに健康な教職員による教育活動の充実を図った。

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　 2,830千円
　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　 2,800千円

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度 教職員互助会と県費負担教職員の健康増進事業（人間ドック）について委託し、コロナ渦における

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　 2,800千円

　　　　　　　　　　運営又は効率的な運営に向けた指導・支援を行うこととされたことを受け、市秦和会と同様に教職員の健康
　　　　　　　　　　増進事業等について、補助金から委託料の切り替えを令和3年度から行っている。

　　　　・効　　果　教職員の保健、レクリエーションなど福利厚生に関する事業を実施している教職員互助会に県費負担教職員
　　　　　　　　　　の健康増進事業（人間ドック）を委託し、心身ともに健康な教職員による教育活動の充実を図る。
　　　　・目 標 値　該当なし

　　　　・根拠法令　令和元年11月の補助金の見直し方針に伴い、秦野市立学校教職員互助会補助金交付基準を廃止
　　　　・計　　画　該当なし

　　　　・目　　的　教職員の保健、レクリエーションなど厚生に関する事業を実施することにより、心身ともに健康な教職員に
　　　　　　　　　　よる教育活動の充実を図る。
　　　　・内　　容　令和元年11月の補助金の見直し方針に基づき、これまで教職員の保健、福利厚生に関する事業を行ってき

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-2-

当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０２

教育費

事務局費

項 01

事業１



款

目

020

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010250000

事業３教職員福利厚生費

教職員課

02

所属

事業２

８　その他

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      過去5年の人間ドック受診者の平均（269.2件）にコロナ禍以前の受診状況を踏まえて微減とした。
　　　（R6年283、R5年275件、R4年265件、R3年266件、R2年257件）

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

（1） 増減理由
　　　コロナ禍以前の受診状況を踏まえつつ、過去5年の執行状況を鑑みたため。

（2） 自然災害対策への取組

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　引き続き、心身ともに健康な教職員による教育活動の充実を図る。

（1）「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし　

事業１

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　健康増進事業（人間ドック受診）として受診者負担の一部を給付することにより、心身ともに健康な教職員による
　　教育活動の充実を図る。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　健康増進事業（人間ドック受診）として、受診者負担額の一部を給付することにより心身ともに健康な教職員による
　　健全な教育活動を行うために継続する必要がある。

083

教職員福利厚生費

-3-

当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０２

教育費

事務局費

項 01



（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

17.80 1,615 1,615 1,615
20 21 21 1

32 19 19 -13
44 44 44 0

0
11
0
0
0

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           

使用料及び賃借料                      

11
12

報償費                           
旅費                            
需用費                           
役務費                           

01
03
04
07
08
10

委託料                           
13

節

92
16 16 13 13

4,352 128
66

-3

 807

0 1,040 1,132 1,132

182

歳入科目款-細々節/所属/編成区分

16-02-08-01-10/7010250000/0515 807
市町村立学校働き方改革加速化補助金（補助率１／３・１／２・１

名　　　　　　　称
充 当 額

91.1

査定額 増減額

0
9,054
1,886
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

48.1
18.5

2.0

12.5

0.0
1,079

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

02

教育費

教育総務費 23,362

11,854

083 8,511 9,968 11,854

9,968

現段階出力 段階

11,304

11,304 目
的2,582

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

 

事業性質区分 主体区分 市 重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

150

001

7,168

27

09

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 8.9
807

0 1,610 1,676 1,676

国庫支出金 県支出金

0 4,224

0.0
0

4,352

182 182 0
0.2

7,168

0.2
0.5
0.2

 連結区分３  

事業区分３

27,193 29,793

 

1,886

11,854 1,886

9,054

7,168 9,054 9,054

267,081

267,081

29,775

11,854

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

1,886

1,886

一般会計

  

8,511

27 9,054

事務局費

０１０９０１０２

学校業務改善推進事業費

学校業務改善推進事業費

267,17501

前年当初額 要求額前々年度決算額

267,175208,084

255,777

255,777

教職員課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010250000

会計

所属

208,084

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業 対象外新規継続 評価対象 継続

7,168
807 0 0 8,247

0
0

0



３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

　　会計年度任用職員制度になり、任用・会計事務等の業務量が増加している。

款

目

150

09

001

　　成果を維持・向上させ、子供たちに効果的な教育活動を行うことが求められている。

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010250000

事業３学校業務改善推進事業費

教職員課

02

所属

083

学校業務改善推進事業費事業２

　　　　・計　　画　  秦野市教育振興基本計画、秦野市学校業務改善推進方針

　　　　・効　果　　会計年度任用職員の効果的な任用配置による教職員の児童・生徒と向き合う時間の確保と働き方改革
　　　　　　　　　　の推進。
　　　　・目標値　　該当なし

　　　　　　　　　　教職員が子どもと向き合う時間を確保し、指導力・支援力を高め、発揮できる環境づくりを進める。
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　学校における働き方改革の推進に向けて、地域、保護者との連携・協働を図りながら、持続可能な学校教育の中で教育

　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：     27千円
　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：  7,168千円
　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：  9,054千円
　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　 千円

　　・令和6年度　学校業務改善推進方針のもと、持続可能な学校運営体制づくりに努めた。
　　・令和7年度　学校業務改善推進方針のもと、持続可能な学校運営体制づくりに努める。

（2） 効果・目標値

　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　　「公立学校の教育職員の業務量の適切な管理その他教育職員の服務を監督する教育委員会が教育職
　　　　　　　　　　　員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する指針」
　　　　　　　　　　　「秦野市立学校の教育職員の業務量の管理に関する規則」

２　全体計画[Ｐ]

　　　　・目　　的　約130名の会計年度任用職員の給与事務等及び教職員の働き方改革に向けた業務改善を推進し、教育
　　　　　　　　　　の質を高められる環境づくりを進める。
　　　　・内　　容　学校における働き方改革に伴い、「学校業務改善推進方針」に掲げる取組項目の着実な進捗を図り、

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０２

教育費

事務局費

項 01

事業１



款

目

150

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010250000

事業３学校業務改善推進事業費

教職員課

02

所属

事業２

　　　該当なし

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　引き続き、学校業務改善推進方針に基づき、学校における働き方改革を進めていく。
　　秦野市業務改善推進方針（5か年計画）に従い、教職員の働き方改革を着実に進め、教育水準の改善向上へつなげる。

　　　
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
    　該当なし

８　その他
（1）「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし　
（2） 自然災害対策への取組

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

事業１

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　熱中症予防対策システム賃借料を追加するため。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　会計年度任用職員を効果的に任用配置する。
　　学校業務改善推進方針の着実な進捗を図り、教職員の働き方改革を推進し、教育の質を高められる環境づくりを進める。
　　

083

学校業務改善推進事業費

-7-

当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０２

教育費

事務局費

項 01



（単位：千円）

-11-

令和 8年 2月17日

計

17

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           
旅費                            
委託料                           

01
03
04
08
12

節

67
114 230 313 313

7,832 238
124

83

0

1,453 1,997 2,064 2,064

30

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
13,276

514
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

59.0
22.9

0.2

15.5

0.0
514

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

03

教育費

教育総務費 23,362

17,939

084 14,850 17,225 17,939

17,225

現段階出力 段階

11,304

11,304 目
的2,582

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 教育総務費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

020

001

12,762

10,805

09

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

2,458 2,911 3,035 3,035

国庫支出金 県支出金

6,762 7,594

0.0
0

7,832

32 32 2
2.4

12,762

 連結区分３  

事業区分３

27,193 29,793

非主要

696

17,921 696

13,276

12,762 13,276 13,276

267,081

267,081

29,775

17,921

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

514

514

一般会計

  

14,850

10,805 13,276

教育研究所費

０１０９０１０３

教育支援教室事業費

教育支援教室事業費

267,17501

前年当初額 要求額前々年度決算額

267,175208,084

255,777

255,777

教職員課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010250000

会計

所属

208,084

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象 継続

12,762
0 0 0 13,276

0
0

0



               ら、各支援員が児童･生徒、保護者との信頼関係の構築を図り、児童生徒一人ひとりの育ちや学びにつなげた。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
　　　不登校の児童・生徒は増加傾向にあり、一人ひとりの不登校の要因も多様化複雑化しているため、安心して通室したくなる

款

目

020

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010250000

事業３教育支援教室事業費

教職員課

03

所属

084

教育支援教室事業費事業２

２　全体計画[Ｐ]

（2） 効果・目標値
　　　　・効　果　　不登校児童生徒が学校生活（社会生活）への適応が図られる。
　　　　・目標値　　該当なし

　　　　　　　　　援教室を運営するための経費。教育支援教室を中心とした、市全体の不登校対策にさらに力を入
　　　　　　　　　れ、児童生徒、保護者、学校へ丁寧な支援を行っていく。

　　　　　　　 との信頼関係の構築を図り、児童生徒一人ひとりの育ちや学びにつなげた。さらに、専任教諭が中心となり保
               護者や在籍校と連携を密にとり適切な支援となるようにした。

　  　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：　13,276千円（  　　）
　  　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円（　  　）

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

　　　　　　　 さらに専任教諭が中心となり保護者や在籍校と連携を密にとり適切な支援となるようにした。

　　・令和7年度  専門相談員（公認心理師、学校心理士）よるアセスメントや助言を得ながら、各支援員が児童･生徒、保護者

　　・令和6年度  専門相談員（公認心理師、学校心理士）やスクールソーシャルワーカーによるアセスメントや助言を得なが

　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに
　

　　  　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：　12,762千円（　  　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし
　　　　・計　　画　該当なし

　　　  ・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　  　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　10,805千円（  　　）

　　　　・目　　的　心理的、情緒的要因によって不登校及び不登校傾向にある児童生徒が学校生活（社会生活）を
                   送ることができるよう、各関係機関との連携を図りながら、自立に向けた適切な支援を行う。
　　　　・内　　容  不登校児童生徒の抱える多様化する課題に対して、個に応じた支援をしていくために、教育支

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０３

教育費

教育研究所費

項 01

事業１



　　　該当なし

款

目

020

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010250000

事業３教育支援教室事業費

教職員課

03

所属

事業２

　　提供できるよう努めるとともに、関係各課と密に連携を図りながら、心理士等、専門職の継続的なアセスメントを生かした

    　在籍児童生徒数　令和4年度　23名
　　　　　　　　　　　令和5年度　28名
　　　　　　　　　　　令和6年度　34名

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

８　その他
（1）「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし　

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

（2） 自然災害対策への取組

　　　
（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）

　　るような支援を心がける。

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
　　　不登校や不登校傾向となる原因が複雑化し、その把握と適切な支援が難しくなってきていることから、保護者をはじめ、成
　　長の中で関わってきた園校の教職員や関係機関とより緊密に連携し、一層、児童生徒への丁寧で継続的な支援が必要である。
　　　今後も児童・生徒の個に応じた自己学習・自己解決できる支援を推進するなど、児童・生徒にとって最も望ましい環境を

　　不登校対策を充実させ、総合的に児童生徒、保護者、学校を支援していく。社会的自立を目指し、新たな学びの場として、
　　児童・生徒に寄り添った支援を継続するために、学校、保護者と連携し、より多くの児童生徒が様々な人と関わることができ

事業１

　　　複雑化、多様化する児童生徒の課題に対して、公認心理師等の専門的な助言や検査の結果を含めた継続的なアセスメントを
　　行い、迅速かつ適切に支援につなげる。学校との連携を緊密にし、一人ひとりにあった支援を行うようにする。
　　

    ように、支援する支援員への助言の質的向上を図り、人間関係の構築や学校復帰に向けたさらなる取組を行っていくことが必
　　要である。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

084

教育支援教室事業費
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当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０３

教育費

教育研究所費

項 01



（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

0

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           
旅費                            
委託料                           

01
03
04
08
12

節

51
46 109 112 94

2,765 96
49

-15

0

547 652 703 703

10

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
4,645

182
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

59.5
23.1

0.3

15.1

0.0
182

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

03

教育費

教育総務費 23,362

17,939

084 14,850 17,225 17,939

17,225

現段階出力 段階

11,304

11,304 目
的2,582

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 教育総務費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

060

001

4,463

4,046

09

01

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

953 1,023 1,072 1,072

国庫支出金 県支出金

2,499 2,669

0.0
0

2,765

11 11 1
2.0

4,463

 連結区分３  

事業区分３

27,193 29,793

 

696

17,921 696

4,645

4,463 4,663 4,645

267,081

267,081

29,775

17,921

補助

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

182

182

一般会計

  

14,850

4,046 4,663

教育研究所費

０１０９０１０３

訪問型個別支援事業費

訪問型個別支援事業費

267,17501

前年当初額 要求額前々年度決算額

267,175208,084

255,777

255,777

教職員課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010250000

会計

所属

208,084

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

4,463
0 0 0 4,645

0
0

0



４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

款

目

060

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010250000

事業３訪問型個別支援事業費

教職員課

03

所属

084

訪問型個別支援事業費事業２

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：  4,463千円

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし
　　　　・計　　画　該当なし

（2） 効果・目標値

　　　　　　　 また、「はだのっ子eスクール」においてオンライン上でデジタルを活用した支援の拡充を図った。

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度  多様化、複雑化する要因、形態に応じた不登校児童生徒への個別の支援を行うとともに、相談窓口である
　　　　　　　 「はだのっ子あんしん相談室」にメール相談を追加する等、充実を図り、重大事案への早期発見・早期対応
               を図った。はだのE-Labにおいて「つばさ」のサテライト教室として支援の拡充を図った。

　　・令和7年度　 多様化、複雑化する要因、形態に応じた不登校児童生徒への個別の支援を行うとともに、相談窓口である
　　　　　　　 「はだのっ子あんしん相談室」にメール相談を追加する等、充実を図り、重大事案への早期発見・早期対応
               を図った。はだのE-Labにおける「つばさ」のサテライト教室として支援日数を増やし、支援の拡充を図った。

　　　　　　　 また、新たな学びの場として「はだのっ子eスクール」を開設し、デジタルを活用した支援の拡充を図った。

　　　　・効　果　自宅から出られない児童生徒が外部と関わるとともに、集団への復帰の足がかりとなる。
　　　　・目標値　該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：
　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：  4,046千円

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：  4,645千円
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　

　　　　・目　　的　教育支援教室「いずみ」のように小集団活動で活動することができない児童生徒への教育支援を図る。
　　　　・内　　容　旧上幼稚園施設を拠点とする訪問型個別支援教室（コミュニティールームつばさ）を運営する。
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０３

教育費

教育研究所費

項 01

事業１



款

目

060

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010250000

事業３訪問型個別支援事業費

教職員課

03

所属

事業２

　　　該当なし　

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]
    　要因や形態が多様化する不登校児童生徒への適切な支援と重大事態の未然防止のため、支援体制の充実を図っていく。
  　引き続き、はだのE-Labにおいて「つばさ」のサテライト支援教室として運用し、不登校対策の強化を図る。また、

　　　

　　　該当なし

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      該当なし

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）

　　「はだのっ子eスクール」を継続し、デジタルを活用した支援の拡充を図る。

８　その他
（1）「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

（2） 自然災害対策への取組
　　　該当なし

事業１

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

    様々な不登校のケースへの柔軟な対応を図るため、支援員の増加等、支援体制の拡充が求められる。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
    教育支援教室や関係機関との連携を図りながら、不登校生徒の個に応じた支援を行っていく。

084

訪問型個別支援事業費
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当 初 予 算

教育総務費

０１０９０１０３

教育費

教育研究所費

項 01



（単位：千円）
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令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           
旅費                            

01
03
04
08

節

563
1,888 2,522 2,522 2,497

74,499 2,681
788

-25

0

7,972 11,349 11,912 11,912

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

106,816
4,007
100.0

構成比(%)

4,007
0.0 100.0

査定額 増減額

00 0 0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

69.7
16.8
11.2

0.0

区　　分
その他

一般財源

４－１－２

地方債 使用料・手数料
計

83,343 102,809 106,841

102,809

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 小学校費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

09

02

01

教育費

小学校費 166,338

市 重点ヒアリング 連結区分１

83,343

現段階出力 段階

11,304

11,304 目
的

増減額

令和 ８年度 当 初 予 算

040

001

102,809

事業性質区分 主体区分

0.0

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

国庫支出金 県支出金

59,773 71,818

0.0構成比(%)
0

0 0

0.0

74,499
13,710 17,120 17,908 17,908

2.3

事業区分３

102,809

205,660 213,428

非主要

4,007

106,816 4,007

106,816

7,713

106,841

4,007

267,081

267,081

213,373

4,007

 連結区分３  

106,816

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業106,816

 

83,343

83,343 106,841

学校管理費

０１０９０２０１

小学校教育支援助手派遣事業費

小学校教育支援助手派遣事業費 102,809 106,841

前々年度決算額

267,175208,084

255,777

255,777

教職員課

一般会計

査定額 増減額7010250000

会計

所属

208,084 267,17501

前年当初額 要求額

ソフト事業継続

款

項

目

事業１

義務的経費事業

085

0
0

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象

102,809
0 0 0 106,816

0



　　　　　　　　 ADHD、ASD等の児童に対して、個に応じて必要な指導及び支援を行う。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]
    通常級に在籍するLD、ADHD、ASD等の児童の増加に伴って、個に応じた指導及び支援が必要な児童生徒の数も増加している

款

目

040

09

001

    　

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010250000

事業３小学校教育支援助手派遣事業費

教職員課

01

所属

085

小学校教育支援助手派遣事業費事業２

　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　　・効　  果  より適切な指導及び必要な支援を行うことで、児童の成長につなげる。
　　　　・目 標 値　該当なし

（3） 根拠法令・計画等

　　　　・内　　容  小学校教育支援助手を派遣する。
　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

　　　　　　　　 ADHD、ASD等の児童に対して、個に応じて必要な指導及び支援を行う。

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　 　千円（　　　）

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度  小学校児童への教科指導による基礎的、基本的事項の内容理解及び定着をより一層図るとともに、

　　・令和7年度  小学校児童への教科指導による基礎的、基本的事項の内容理解及び定着をより一層図るとともに、
　　　　　　　　 生活指導による基本的生活習慣の形成等、学校への適応力を高める。また、通常級に在籍するLD、

　　　　　　　　 生活指導による基本的生活習慣の形成等、学校への適応力を高める。また、通常級に在籍するLD、

（2） 効果・目標値

　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）：106,816千円（　　　）

　　　　・根拠法令　該当なし
　　　　・計　　画　秦野市総合計画　

２　全体計画[Ｐ]

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）： 83,343千円（　　　)
　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）：102,809千円（　　　）

　　　　・目　　的　小学校児童への教科指導による基礎的、基本的事項の内容理解及び定着をより一層図るとともに、
                    生活指導による基本的生活習慣の形成等、学校への適応力を高める。また、通常級に在籍するLD、
　　　　　　　　　　ADHD、ASD等の児童に対して、適切な指導及び必要な支援を行う。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０１

教育費

学校管理費

項 02

事業１



　　　該当なし

款

目

040

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010250000

事業３小学校教育支援助手派遣事業費

教職員課

01

所属

事業２

    児童への教科指導、生活指導を支援するとともに、通常級に在籍するLD、

       会計年度任用職員制度による報酬、職員手当等の昇給によるもの。

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等
　　　R5年度  57人

８　その他
（1）「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし　

（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

（2） 自然災害対策への取組

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由

      R6年度　57人
      R7年度　57人
     
７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

　　ADHD、ASDの自動に対する適切な指導・支援の補助に資するために教育支援助手を派遣し、
　　支援の充実を図るために事業を継続する。

事業１

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
     研修会等の内容について、現在の教育的諸課題及び教育支援助手のニーズを踏まえたものにする。
　　また、オンライン等を活用し参加しやすい形で研修会を開催する。

    一方、学校・保護者・児童生徒のニーズに対応できる十分な教育支援助手の人数の配置には至っていない。
　　指導及び支援が必要な児童生徒の数が増加することに伴い、その方法も多岐にわたるため、具体的な指導や支援に対する
　　研修が必要である。

085

小学校教育支援助手派遣事業費

-23-

当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０１

教育費

学校管理費

項 02



（単位：千円）

-26-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           
旅費                            

01
03
04
08

節

533
1,705 2,286 2,286 2,256

73,662 2,414
789

-30

0

8,376 11,692 12,225 12,225

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
106,557

3,706
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

69.1
17.3
11.5

0.0
3,706

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

03

教育費

小学校費 166,338

106,587

087 82,995 102,851 106,587

102,851

現段階出力 段階

11,304

11,304 目
的7,713

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

10 小学校費　　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

040

001

102,851

82,995

09

02

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

14,071 17,625 18,414 18,414

国庫支出金 県支出金

58,843 71,248

0.0
0

73,662

2.1

102,851

 連結区分３  

事業区分３

205,660 213,428

非主要

3,706

106,557 3,706

106,557

102,851 106,587 106,557

267,081

267,081

213,373

106,557

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

3,706

3,706

一般会計

  

82,995

82,995 106,587

教育振興費

０１０９０２０３

特別支援教育推進費

特別支援教育推進費

267,17501

前年当初額 要求額前々年度決算額

267,175208,084

255,777

255,777

教職員課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010250000

会計

所属

208,084

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象  

102,851
0 0 0 106,557

0
0

0



　　　　　　　　 きめ細かく対応していく。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]

款

目

040

09

001

　　ある。　　

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010250000

事業３特別支援教育推進費

教職員課

03

所属

087

特別支援教育推進費事業２

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）：　82,995千円

　　　　・目 標 値　　該当なし

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令　該当なし

　　　　・ＳＤＧｓ　４　質の高い教育をみんなに

４　事業の自己評価（課題・問題点等）[Ｃ]
　　特別支援学級在籍児童・生徒の増加とともに、きめ細やかな対応を求められているため、適切に対応できる人材育成が必要で

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]
　　・令和6年度　特別支援学級介助員を市全体のバランスや各学校のニーズに合わせて配置し、特別支援学級在籍児童・生徒の
                 増加や支援ニーズの重度化、重複化、多様化に対応した。
　　・令和7年度　学校ごとのニーズや教育環境の変化に対応し、特別支援学級に介助員を配置して、多様化、重度化する支援に

（2） 効果・目標値
　　　　・効　  果　　より良い教育活動

　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　　　千円

　　　　・計　　画　秦野市総合計画

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）： 102,851千円
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）： 106,557千円

　　　　・目　　的　特別支援学級等の児童・生徒の学習活動の補助、休み時間の安全確保、学校行事等の引率、衣服の着脱等の
　　　　　　　　　　介助のため。
　　　　・内　　容　介助員を配置する。

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標

-27-

当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０３

教育費

教育振興費

項 02

事業１



款

目

040

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010250000

事業３特別支援教育推進費

教職員課

03

所属

事業２

８　その他

　　　　R6年度　56人
        R7年度　56人

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
 　　　・特別支援学級介助員配置者数

　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

　　　　R4年度　56人
　　　　R5年度　56人

（2） 自然災害対策への取組

　　在籍児童・生徒の円滑な学習活動を支援する介助員の存在は、現在必要不可欠であるため、事業を継続する。支援ニーズの多
　　様化に対応するため、スキル向上と児童生徒理解のための研修等を充実させるとともに、介助員の過度な負担にならないよう
　　連絡、調整を進めていく。

（1）「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組
　　　該当なし　

事業１

（1） 増減理由
      会計年度任用職員制度による報酬、職員手当等の昇給によるもの。

　　介助員研修を充実させ、特別支援学級介助員の意識の醸成とスキルの向上を図り、学校の支援ニーズに適切に対応できる人材
　　を育成していく。

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]

087

特別支援教育推進費

-28-

当 初 予 算

小学校費

０１０９０２０３

教育費

教育振興費

項 02



（単位：千円）

-31-

令和 8年 2月17日

計

節　　　　　名
報酬                            
職員手当等                         
共済費                           
旅費                            

01
03
04
08

節

202
293 477 477 456

14,280 556
272

-21

0

2,650 3,461 3,663 3,663

歳入科目款-細々節/所属/編成区分
名　　　　　　　称

充 当 額

100.0

査定額 増減額

0
23,933
1,009
100.0

構成比(%)

0

特
　
定
　
財
　
源
　
の
　
内
　
訳

59.7
23.1
15.3

0.0
1,009

0.0

事業区分１

特　　定　　財　　源
財　　　　源　　　　内　　　　訳

区　　分
その他

一般財源
地方債 使用料・手数料

計

01

教育費

中学校費 18,384

23,954

089 18,384 22,924 23,954

22,924

現段階出力 段階

11,304

11,304 目
的1,009

50 教育費　　　　　　　　　　　　　　　　　

05 教育総務費　　　　　　　　　　　　　　　

 

 

事業性質区分 主体区分   重点ヒアリング 連結区分１

令和 ８年度 当 初 予 算

040

001

22,924

18,384

09

03

歳出予算要求書

前年度予算額

前々年度決算額 前年当初額 要求額

0
0本年度予算額

増減額
構成比(%)

0

0 0

0.0 0.0
0

4,047 5,262 5,534 5,534

国庫支出金 県支出金

11,394 13,724

0.0
0

14,280

1.9

22,924

 連結区分３  

事業区分３

22,924 23,954

非主要

1,009

23,933 1,009

23,933

22,924 23,954 23,933

267,081

267,081

23,933

23,933

単独

経常経費

補単区分

臨経区分

主要事業

1,009

1,009

一般会計

  

18,384

18,384 23,954

学校管理費

０１０９０３０１

中学校教育支援助手派遣事業費

中学校教育支援助手派遣事業費

267,17501

前年当初額 要求額前々年度決算額

267,175208,084

255,777

255,777

教職員課

款

項

目

事業１

査定額 増減額7010250000

会計

所属

208,084

事業２

事業３

連結区分２

事業区分２ハード事業  新規継続 評価対象ソフト事業継続

22,924
0 0 0 23,933

0
0

0



　　・令和6年度  教科指導による学習事項の理解及び定着や、生活指導による基本的生活習慣の形成等を支援するとともに、

　　　　　　　　 現在の教育的諸課題及び教育支援助手のニーズを踏まえ、今年度は元神奈川県発達障害支援センターリーダー
               　宝安寺社会事業部　スーパーバイザー吉澤　宏次　先生「支援を必要とする子どもの支援方法」

款

目

040

09

001

　　　　　　　　 問題行動等の未然防止及び対応の補助に資するために教育支援助手を派遣した。研修会等の内容について、

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010250000

事業３中学校教育支援助手派遣事業費

教職員課

01

所属

089

中学校教育支援助手派遣事業費事業２

（2） 効果・目標値
　　　　・効  　果   より適切な指導及び必要な支援を行うことで、児童の成長につなげるとともに、
　　　　　　　　　　 問題行動等の未然防止、早期発見、早期対応
　　　　・目標値     該当なし

　　　　　　　　　　適切な指導及び必要な支援を行う。
　　　　・内　　容　中学校教育支援助手を派遣する。

                 て研修会を開催した。
　　・令和7年度  教科指導による学習事項の理解及び定着や、生活指導による基本的生活習慣の形成等を支援するとともに、

　　　・令和7年度予算 　 事業費（進捗率）： 22,924千円（　　　）
　　　・令和8年度予算　  事業費（進捗率）： 23,933千円（　　　）
　　　・令和9年度以降　　事業費（進捗率）：　　 　千円（　　　）

　　　　　　　　 問題行動等の未然防止及び対応の補助に資するために教育支援助手を派遣した。研修会等の内容について、
　　　　　　　　 現在の教育的諸課題及び教育支援助手のニーズを踏まえ、今年度は「支援が必要な子どもへのかかわり方」
                 というテーマで神奈川県立秦野支援学校の教育相談コーディネーターを講師として招聘し、オンラインに

３　令和6年度・令和7年度の取組内容[Ｄ]

　　　　・ＳＤＧｓ ４　質の高い教育をみんなに

　　　・令和6年度決算　　事業費（進捗率）： 18,384千円（　　　）

（3） 根拠法令・計画等
　　　　・根拠法令   該当なし
　　　　・計　　画　 該当なし

２　全体計画[Ｐ]
　　　・全体計画　　　　　　　　 事業費　：

　　　　・目　　的　中学校生徒への教科指導による基礎的、基本的事項の内容理解及び定着をより一層図るとともに、
　　　　　　　　　　生活指導の中心的な役割を果たす生徒指導担当教諭の業務支援を行い、基本的生活習慣の形成等、
　　　　　　　　　　学校への適応力を高める。また、通常級に在籍するＬＤ、ＡＤＨＤ、ＡＳＤ等の児童に対して、

事業の概要

１　事業概要[Ｐ]　
（1） 目的・内容・ＳＤＧｓの該当目標
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当 初 予 算

中学校費

０１０９０３０１

教育費

学校管理費

項 03

事業１



（2） 自然災害対策への取組

款

目

040

09

001

令和 8年 2月17日

会計 01 一般会計

歳出予算要求書令和 ８年度

7010250000

事業３中学校教育支援助手派遣事業費

教職員課

01

所属

事業２

　　　R7年度　9人　　　　

６　要求額の増減理由・根拠[Ａ]
（1） 増減理由
　　　会計年度任用職員制度による報酬、職員手当等の昇給によるもの。

５　令和8年度の主な取組（課題解決への取組等）[Ａ]
　　研修会等の内容について、現在の教育的諸課題及び教育支援助手のニーズを踏まえたものにする。

　　教育支援助手を派遣し、生活指導体制の充実を図るために事業を継続する。

８　その他
（1） 「デジタル化」又は「ゼロカーボンシティ」に資する取組

　　　該当なし
（3） 行財政改革の取組（歳入確保・歳出削減）
　　　該当なし

　　　該当なし　

　　また、オンライン等を活用し参加しやすい形で研修会を開催する。

    生徒への教科指導、生活指導を支援するとともに、問題行動等の未然防止及び対応の補助に資するために

（2） 根拠（定量データ（過去3か年程度の実績（申請（交付）件数））等）
      中学校教育支援助手配置者数
　　　R5年度　9人
　　　R6年度　9人

７　今後の取組方針（事業の必要性、方向性・改善方法）[Ａ]

事業１

　　個に応じた支援が必要な児童生徒の数が増加し支援方法も多岐にわたるため、具体的な指導や支援に対する研修が必要で
    ある。

                 というテーマでを講師として招聘し、オンラインにて研修会を開催した。

４　事業の自己評価（効果、目標値に対する検証・課題・問題点等）[Ｃ]

089

中学校教育支援助手派遣事業費

-33-

当 初 予 算

中学校費

０１０９０３０１

教育費

学校管理費

項 03
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